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２０２５年８月１日 

 

住友理工株式会社 

 

 

 



２０２５年８月１日 

  

吸収合併に係る事前開示事項 

  

愛知県小牧市東三丁目１番地 

住友理工株式会社 

代表取締役 清水 和志 

  

  当社は、２０２５年２月２８日付で住理工商事株式会社との間で締結した吸収合併契約に基づき、当

社を吸収合併存続会社、住理工商事株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、「本合併」と

いう。）を行うことといたしました。 

会社法第７９４条第１項及び会社法施行規則第１９１条の規定により、開示すべき事項は下記のとお

りです。 

記 

  

１．吸収合併契約（会社法第７９４条第１項） 

別紙１のとおりです。 

  

２．合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第１９１条第１号） 

本合併は、当社と当社の完全子会社である住理工商事株式会社との合併であるため、合併比率の取り

決め及び合併対価の交付もなく、資本金及び準備金の増額もありません。 

 

３．消滅会社の新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第１９１条第２号） 

吸収合併消滅会社である住理工商事株式会社は、新株予約権を発行しておりません。 

 

４．消滅会社の計算書類等に関する事項（会社法施行規則第１９１条第３号） 

 吸収合併消滅会社である住理工商事株式会社の最終事業年度に係る計算書類等（事業報告書及び監査

報告書を含む。）は別紙２のとおりです。なお、吸収合併消滅会社に重要な後発事象は生じておりませ

ん。 

 

５．吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象（会社法施行規則第１９１条第５号） 

 当社に重要な後発事象は生じておりません。 

 

６．合併後の債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第１９１条第６号） 

 合併当事者の財務状況からして、債務の履行に支障はないと見込んでおります。 

 

事前開示開始日以降に上記事項に変更が生じたときは、当該事項をただちに開示いたします。 

以上 





事　業　報　告
住理工商事株式会社

第22期　（　2024年4月1日　～　2025年3月31日　）

１．会社の概況

（１）　事業の経過および成果

（２）　設備投資の状況

当期中に実施した設備投資額（検収ベース）は6百万円でした。

＜主なもの＞ 投資額（百万円）

① 景観生産金型 ４

② 販売管理システム機能追加 １

（３）　資金調達の状況

当期のわが国経済は、企業の業況が堅調に推移し、家計においても実質所得が増加に転じる等、緩やかな

回復が継続しました。しかしながら、賃金・所得の伸びが物価上昇を安定的に上回る状況に至らず個人消費が

力強さを欠く等、課題を残すこととなりました。

世界経済は、欧米における金融引き締め、中国における不動産市場の停滞、中東等の地政学的リスクの継

続に加え、米国大統領交代による通商政策転換で一層不透明な状況となっています。

　当社を取り巻く事業環境は、鉄道車輛関連においては、鉄道事業者の業績は回復しているものの将来を見越

した更新車両の抑制で新造車需要は前年比減少しました。住宅関連は、建築費の上昇・高止まりで減少してい

た新設住宅着工戸数は、持家・貸家の増加により３年ぶりの対前年度比増加となりました。土木関連において

は、政府の国土強靭化計画等により道路関連や防災関連の公共事業予算は前年並で推移しましたが、当社

の受注シェアが高い東海環状自動車道の工事が概ね完了したことからゴム支承の売上は減少しました。

このような中、各製品において29Vの事業拡大に向けて既存品の新規顧客・新用途開発と新商品探索に取組

むとともに、足下の原材料等のコストアップの売価転嫁活動を推進した結果、売上高は128億77百万円(前期比

1億75百万円増)、営業利益は、3億16百万円(前期比56百万円増)、経常利益は、3億17百万円(前期比62百万

円増)、当期純利益は、1億97百万円(前期比36百万円増)と対前期比増収増益となりました。分野別では、免震

は前年比減収となったものの、他分野は全て前年比増収となりました。

  すべて自己資金によりました。
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（４）対処すべき課題

当社は、住友理工グループの一員として、住友事業精神の「萬事入精」「信用確実」「不趨浮利」を忠実に守り

ながら、「安全、環境、コンプライアンス、品質」を事業運営の基本として住友理工の全社並びに産業用機能部

品事業本部、営業統括部、化工品事業部等の関連部門の方針に沿って事業活動を進めております。

当社商材の主たる販売先である鉄道車両や建築・住宅市場、土木市場を取り巻く環境は、人口減少による国

内需要の縮小や脱炭素社会化の加速など中長期的に大きな変化が予想され、転換期を迎えています。

その中で、これら事業が将来に向けて持続的に拡大し続けるためには、新製品/新商材の開発や既存製品

の新用途・新顧客・新市場開拓によるシェア拡大が必須課題だと考えています。

当課題に対し、本年10月に実施される一般産業用分野の営業一元化体制の下、他事業部との無形資産の共

有や活動の連携を一層密にして、社会やお客様が抱える課題・問題を拾い上げ、様々な方法でソリューション

を提案し、新たな顧客と製品/商材を開発する活動を進めて参ります。

併せて、基盤である安全・環境・コンプライアンス・品質の向上や人材育成、営業業務の効率化に継続して取

り組んで参ります。
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（５）財産および損益の状況

２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度 ２０２４年度

第１８期 第１９期 第２０期 第２１期 第２２期

売上高 １０,１３２百万円 １０,７０４百万円 １３,０４６百万円 １２,７０１百万円 １２,８７７百万円

営業利益 １８１百万円 ２０６百万円 ２９５百万円 ２６０百万円 ３１６百万円

経常利益 １７５百万円 ２０６百万円 ２９６百万円 ２５５百万円 ３１７百万円

当期純利益 １０９百万円 １３３百万円 １８９百万円 １６１百万円 １９７百万円

１株当たり当期純利益 １４,７３０円 １７,９７３円 ２５,５４１円 ２１,７９８円 ２６,６０８円

総資産 ５,６５１百万円 ５,１９３百万円 ６,９９７百万円 ６,２８７百万円 ６,０７４百万円

純資産 ５８５百万円 ６６４百万円 ７８７百万円 ８５３百万円 ９６９百万円

損失の場合は、“△”表記しております。

（６）重要な親会社の状況

当社は住友理工株式会社の１００％出資子会社です。

（７）主要な事業内容

事業部門

特品

住宅

免震

景観

リフレ

（８）主要な事業所

本社及び名古屋営業所

東京営業所

大阪営業所

仙台営業所

福岡営業所

主 要 製 品

鉄道車輌用防振ゴム、軌道用防振ゴム、一般産業用防振ゴム、
掘削機用止水材(カッターシール)

大阪府大阪市

宮城県仙台市

福岡県福岡市

戸建住宅用交通振動制振装置(TMD)、戸建住宅用床衝撃音対策用ダンパー
戸建住宅用制震ダンパー、ビル用制震ダンパー、倉庫用制震ダンパー

橋梁用ゴム支承および伸縮装置

土木・建築向け化粧型枠および残存(埋設）型枠、土木・建築用資材

窓用高透明遮熱・断熱フィルム(リフレシャイン)、薄膜高断熱材(ファインシュライト)

愛知県名古屋市

東京都港区
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（９）従業員の状況

前期末比
増減

社員 ３０名 +１名

臨時、派遣、嘱託等 ５名 -１名

出向受入 ２５名 -３名

計 ６０名 -３名

（１０）主要な借入先および借入額

今期末時点で、借入はありません。

２．会社の株式に関する事項

（１）株式の状況

発行可能株式総数

発行済株式の総数

株主数

３．会社役員の状況会社役員の状況

（１）取締役および監査役の氏名等

地位 氏名

代表取締役社長 日比野　学

取締役 谷口　健二 事業推進部　部長

取締役 金原　秀幸

取締役（非常勤） 矢野　勝久

取締役（非常勤） 酒井　洋和

監査役（非常勤） 前田　裕久

従業員数

３２,０００株

７,４００株

１名

重要な兼職の状況

東京営業所　所長　及び　仙台営業所　所長

（住友理工株式会社　常務執行役員　産業用機能部品事業本部長）

（住友理工株式会社　化工品事業部長）

（住友理工株式会社　常勤監査役）
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※この事業報告におきましては、金額は表示単位未満を四捨五入しております。
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事業報告附属明細書
住理工商事株式会社

第22期　（　2024年4月1日　～　2025年3月31日　）

今期の事業報告においては、「事業報告の内容を補足する重要な事項」に該当するものはありません。
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計 算 書 類 の 附 属 明 細 書

  自 　２０２４年　４月  １日

  至 　２０２５年　３月３１日

住理工商事　株式会社



住理工商事株式会社

（一）有形固定資産及び無形固定資産の明細 単位：円

区　　分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額 減価償却累計額 償却累計率

有形固定資産 建物附属設備 4,880,473 543,700 0 1,046,712 4,377,461 10,461,709 70.5%

機械装置 4 0 2 0 2 568,798 100.0%

工　具 8,817,279 3,850,000 6 6,564,229 6,103,044 75,317,483 92.5%

器具備品 1,804,414 0 6 491,964 1,312,444 17,003,974 92.8%

建設仮勘定 0 0 0 - 0 - -

計 15,502,170 4,393,700 14 8,102,905 11,792,951 103,351,964 89.8%

無形固定資産 電話加入権 1,505,264 0 1,505,264 0 0

ソフトウエア 4,289,669 1,214,000 0 1,295,483 4,208,186

その他の無形
固定資産

0 0 0 0 0

計 5,794,933 1,214,000 1,505,264 1,295,483 4,208,186

主な増減内容 増加 減少

建物附属設備

機械装置

工具 景観：生産金型　３．９百万円

器具備品

建設仮勘定

ソフトウェア

電話加入権

(ニ）引当金の明細 単位：円

区  分 期首繰越額 当期増加高 当期減少高 期末残高

貸倒引当金 0 0 0 0

貸倒引当金（長期） 0 0 0 0

賞与引当金 47,097,250 90,920,310 93,469,050 44,548,510

退職給付引当金 37,425,016 3,542,890 1,102,792 39,865,114

販売システム機能追加　０．９百万円
伺書ワークフロー化　０．３百万円

-

電話加入権解約

計算書類の附属明細書

第22期（2024年4月1日～2025年3月31日）

- -

本社無線AP機器更新　０．５百万円 -

- 景観：真空脱泡撹拌機２台廃却

景観：生産金型廃却

-
本社テレビ会議用機器、大阪複合機
廃却

-
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個　別　注　記　表　
住理工商事　株式会社

第22期（2024年4月1日～2025年3月31日）

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

① 棚卸資産の評価基準及び評価方法

② 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・無形固定資産

　 　定額法を採用しております。

③ 引当金の計上基準

１）貸倒引当金

　実績が少額の為、貸倒引当金は設定しておりません。

２）賞与引当金

３）退職給付引当金

　従業員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく年度末要支給額を計上しております。

④ 収益認識

収益を理解するための基礎となる情報

(1) 物品の販売

　　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　　ステップ３：取引価格を算定する。

　　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

　　ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。

(2) 役務の提供

⑤ 消費税の会計処理

⑥ グループ通算制度の適用

２．重要な会計上の見積り

① 繰延税金資産

１）当事業年度の計算書類に計上した金額 43,828千円

２）識別した項目に係る重要な会計上の見積もりの内容に関する事項

３．株主資本等変動計算書に関する注記

① 発行済み株式の数

当該事業年度の末日における発行済株式の数 7,400株

②当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

１）配当金支払額等

2024年6月25日の定時株主総会において次の通り決議しています。

　配当金の総額 80,655千円

　一株当たりの配当金 10,899円31銭

　基準日 2024年3月31日

　効力発生日 2024年6月26日

２）2025年6月25日の定時株主総会提出議案

　配当金の総額 98,450千円

　一株当たりの配当金 13,304円00銭

　基準日 2025年3月31日

　効力発生日 2025年6月26日

グループ通算制度を適用しています。

当社は、繰延税金資産について、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しております。繰延税金資産の認
識に際しては、課税所得が生じる可能性の判断において、将来獲得しうる課税所得の時期及び金額を合理的に見積、金額を算定しております。

課税所得が生じる時期及び金額は、事業計画を基礎としております。当該事業計画に含まれる将来売上高の予測やコスト削減施策による収益改
善等の計画は、将来の経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、不確実性を伴うものであります。よって、実際に生じた課税所得の時期
および金額が見積と異なった場合、翌年度以降の財務諸表において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。）

　従業員に対して支給する賞与の支出にあてるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

　当社グループは顧客との契約について以下の５ステップを適用することにより収益を認識しております。

当社は、鉄道車輌用防振ゴム、一般産業用防振ゴム、戸建住宅用交通振動制震装置、橋梁用ゴム支承、土木・建築向け化粧型枠および残存(埋
設）型枠などを主として国内の顧客に提供しております。これらの製品については、顧客に製品を引き渡した時点で、履行義務を充足したと判断し、
同時点で収益を認識しております。
　また、収益は、顧客との契約において約束された対価から値引等の見積りを控除した金額で算定しております。

役務の提供による収益は、通常の事業活動における役務の提供により受け取った対価又は債権の公正価値で測定しております。また、役務の提
供に関する取引の成果を信頼性をもって見積ることができる場合には、その取引に関する収益は、期末日現在のその取引の進捗度に応じて認識し
ております。

　消費税の会計処理は税抜き方式によっております。
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株主資本等変動計算書

住理工商事　株式会社

単位：円

別途積立金 繰越利益剰余金

１．前期末残高 100,000,000 150,000,000 2,150,000 40,000,000 561,036,011 603,186,011 853,186,011 853,186,011

２．当期変動額

　増資及び減資

　剰余金の配当 △80,654,900 △80,654,900 △80,654,900 △80,654,900

　別途積立金の積立

　別途積立の取崩

　当期純利益 196,902,379 196,902,379 196,902,379 196,902,379

当期変動額合計 0 0 0 0 116,247,479 116,247,479 116,247,479 116,247,479

３．当期末残高 100,000,000 150,000,000 2,150,000 40,000,000 677,283,490 719,433,490 969,433,490 969,433,490

第22期（2024年4月1日～2025年3月31日）

株　　　　主　　　　資　　　　本

純資産合計
資本金 資本準備金

利　益　剰　余　金

株主資本合計
利益準備金

その他の利益剰余金
利益剰余金合計

－1－




